





















































































































































































ancillaryfirmdevelopment,”1983,inKonosukeOdaka,ed.,The Motor vehicle industry in Asia, a study of 
ancillary firm development,Singapore：SingaporeUniversityPress,1983）の中で展開されている。
（16）　 フ ィ ー ル ド 研 究 に 先 立 ち， 石 川 先 生 と 共 著 の 研 究 枠 組 み（aframeofreference），“Technology,
managementandmarket factors in thedevelopmentofmachinery industry inAsia：selected issues for
furtherresearchonancillaryfirmdevelopment”,（1979年３月，一橋大学経済研究所ディスカッション・ペーパー
14）が共同研究者一同に共有された。ちなみに，AFDAプロジェクトの最終報告書は，注15に引用のOdaka編著，
















































































occupationalstructuresand its implications forsectoral labourproductivityanalysis inJapan’seconomic


























































































Ranis,andKenTogo,eds.,Miraculous growth and stagnation of post-war Japan,London andN.Y.：
Routledge,2011,ch.7））。この解釈に従えば，欧米と日本との仕事分担の方式の差は，両地域の歴史経験に根ざし，
必ずしも両者の優劣を意味するものではない。
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はそのためでもある（34）。
　とくに印象深かったのは，通産省の予算規模が相対的に小さいことで，同省の予算総額は1990
年から2010年までの期間中，政府歳出予定額の１ないし２パーセント程度に過ぎなかった（補正
予算を含まない数値）（35）。とは言うものの，概算要求の内容とその変化を介して敗戦後から現在に
至る通産政策思想の変遷を見ると，そこには約20年を周期とする大きな変遷の跡があった。すな
わち，産業政策が市場に介入してリーダーシップを発揮したのが復興期から高度成長期までとする
と，オイルショック（1973年）からバブル期にかけては次第に市場中心主義の要素が大きくなり，
ソ連が崩壊した後の1993年以降には市場中心主義が確立したと解釈される（36）。また2000年の省庁
再編の際に省名を変更してからは，積極的にマクロ経済全般に亘る政策構想にかかわる政策スタン
スが観察された。その一方で予算の用途別支出内容を見ると，石油危機（1973年）以降はエネルギー
関連が（特別会計を編成したためでもあるが）突出して多く，また構造的性格のものとしては中小
企業関連の支出予定が（額として最大ではないが）一貫して相当の比率を占めてきた（37）。
　産業政策の経済効果という点では，業界組織（たとえば自動車部品工業会）と行政府との関連情
報の共有や，産業審議会が策定した産業発展のヴィジョンにもとづく予算策定など，総じて政策立
案と実行のスタイルが重要だったと考えられる。生産補助金が産業発展に対してもつ「重さ」は，
通常考えられているほど大きなものではなかった。たとえば中小企業を主対象とした機振法の場合，
資金補助（低利の融資）が企業の設備投資総額に占めた比率は（結果論だが）比較的小さなもので
あった（38）。
　通産官僚の執務ぶりは，役人に関する世間像とは一致しない。すなわち，少なくとも20世紀末
までは，天下国家の現在と将来とを見据えて考え，従来のしきたりにこだわらず，現場の観察や実
情を基礎に自在に発想した構想を打ち上げて政治家（内閣，国会議員）に提案するというスタイル
がそれである（39）。21世紀初頭からは米国の人事コンサルタントの意見をも参考に人事政策の改善を
試み（40），個々人の専門職志向を助長・尊重する評価システムや配転方針を試みるなど，従来からの
しきたりを超えようとする動きがあった。
（34）　「「役に立つ」経済分析とは―『経済研究』31–59巻掲載の労働経済論稿を読む―」『経済研究』60巻４号，
2009年10月。
（35）　尾髙『通商産業政策史１，総論1980-2000』経済産業調査会，2013年，p.117を参照。なお，歳出予定額の年々
の変化率は，景気動向指数の年々の変化率と逆方向に動く傾向があり，景気の動きに注意しながら予算が形成さ
れたことを物語っている。
（36）　前掲書，第１章第６節を参照。
（37）　前掲書，第２章第４節を参照。
（38）　1965–70年における自動車部品工業界の設備投資総額に占めた機振法の融資総額は，1.4%程度にすぎなかっ
たという試算がある（ただし，資本金１億円以上の企業のみ；前掲『幻の産業政策，機振法』，p.90）。
（39）　経産省が霞ヶ関界隈でしばしば「煙たがられる」存在なのはこのためだろう。
（40）　前掲『通商産業政策史１』，pp.282–86。
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　　　　結　語
　労働にとって近代経済成長とは，果たして何だったのか？
　これは，いわば開かれた問い（anunansweredquestion）である。われわれ一人ひとりに対す
る問いかけと言ってもよい。
　日本の近代経済成長は，貴重な労働の成果であるとともに，労働の意味を自問自答する余裕の幅
と深さを拡げてきた。もちろん，苦労・対・満足感の比は職業により，また人によってさまざまだ
し，運の良し悪しもある。さらに，成長がもたらしたマイナスの要素にもしっかりと眼を向けなく
てはならない。
　筆者にとってのこの問いかけは，労働の代償としての賃金の格差（一種の不平等）の理由の探索
に端を発し，次いで格差の底辺を構成する（と思われた）中小企業や下請問題の実証分析に転じた
後，アジアの経済発展や工業化（貧困の解消？），そしてその文脈のなかでの日本経済の課題の探
求へと展開した。この歩みは，併せて，近代経済成長の足跡を探るための中立的で客観的な時系列
統計を整備する共同作業をも生んだのだった。この作業はマクロ時系列が編纂業務の中心だから，
実証分析との距離はあるが，日本人が近隣の諸国の過去と現在とを的確に認識する資料として役立
つと期待される。歴史データから観察されるだろう人口一人当たり実質所得等の変化が何時，どこ
で，どのようにして生まれたのか，その現代と将来にもつ意味は何なのかを探り，現代的課題の考
察と現代思想の形成との材料としたい。
（おだか・こうのすけ　一橋大学名誉教授・法政大学名誉教授）
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